中央社保協第５９回全国総会議案
15.7.2　全労連会館ホール
（１）はじめに
　「戦争する国つくり」「企業が一番活動しやすい国つくり」を掲げる安倍政権は、その二つの暴走を加速させながら、国の責任を放棄し自己責任を国民に押し付ける社会保障解体(総改悪)路線を邁進しています。国民の切実な声、生活実態無視の姿勢を際立たせ、憲法２５条に違反し、国民の生存権を否定するものです。
　「戦争法案」（安全保障法制整備関連法案）を、5月15日に国会に提出。憲法９条を破壊し、戦後日本の国の在り方を根底から覆し、「アメリカと一緒に海外で戦争する」国つくりがねらわれています。内部留保を拡大する大企業への法人税は減税、国民には消費税増税、さらに社会保障制度の改悪で、国民負担増と給付削減がセットで押し進められています。
　国会審議を通じて安倍政権は、社会保障財源の削減に執着し、国会軽視、憲法無視のしせいをきわだたせています。
こういった安倍政権の暴走は、昨年の総選挙の小選挙区の弊害による自公与党の安定多数議席獲得を背景にしています。
しかし、憲法や消費税に関する世論調査は、国民の過半数が安倍政権の政策に反対しており、内閣府の調査でも、国民が政治に望む一番の要求は、将来安心して暮らしていける社会保障の充実です。安倍暴走政治の加速と国民要求・願いとの対立は、ますます鮮明になってきています。

中央社保協は、1958年に「日本の貧弱な社会保障を改善させるためには、まず私たちの要求をひとつにまとめ、力を合わせて行動を起こすことである」とのアピールのもと、権利としての社会保障の確立を掲げて結成されました。結成直後から、戦争と失業に反対し社会保障を拡充する大行進、国民年金改善運動等、国民皆保険、皆年金体制へ権利としての社会保障を掲げ、奮闘して来ました。
安倍暴走ストップを掲げ、社会保障拡充を願う国民要求との共同を広げていく「社保協運動」が今こそ求められています。この結成時の原点と決意を改めて今総会で確認し、たたかいを前進させましょう。
（２）情勢の特徴
１　危機に直面する日本の平和と民主主義

①国会軽視　アメリカ追随

「戦後70年」となる今年、安倍政権は、国民生活全般を攻撃する政策を矢継ぎ早に出し、暴走を加速しています。
とりわけ「憲法改正」を目論み、日本を「戦争する国」にするための「戦争法案」成立を狙っています。「戦争法案」は、既存の海外派兵法制と有事法制の10本をまとめて改定する「平和安全法制整備法案」、自衛隊をいつでもどこでも他国軍の戦闘支援に派兵する新法「国際平和支援法案」（派兵恒久法）の2本で構成されています。これらの法案を時々の事態に合わせて「活用」し、いつでもどこでも、米軍等と自衛隊が軍事行動をともにするというものです。戦後70年間、軍事力で誰1人として「殺し、殺されない」国を守ってきた日本国民の不断の努力を一内閣が180度覆し、日本を戦争やテロの危険にまきこむことは許されません。
さらに、安倍首相は米議会上下両院合同会議の演説で、国会内での議論も国民への説明もないままに、軍事路線の拡大を約束、「夏までに成就させる」と「戦争法」の成立を約束。国会決議を無視した環太平洋連携協定（TPP）交渉についても、「単なる経済的利益を超えた長期的な安全保障上の大きな意義がある」と早期妥結を目指す姿勢を鮮明にしました。国内での説明責任を果たさず、国会を軽視し、アメリカ追随の姿勢を世界に発信しています。
衆議院の憲法審査会で「立憲主義」をテーマに招致された参考人の憲法学者全員（与党推薦含む）が「憲法に違反する」と表明したように、戦争法は明確な憲法違反です。自公与党は、「砂川判決」を持ち出し、憲法違反ではないとの説明に躍起になりましたが、多くの憲法学者が違憲であることを表明、地方公聴会でも6人中5人が違憲、また、自民党をはじめとした与党の大臣経験者らが違憲として安倍政権を批判するなど、世論の前に安倍政権と戦争法が追い込まれています。
　
②社会保障は削減　防衛費は過去最高

2015年度予算は社会保障費等を削減する一方で防衛費は過去最高の5兆円を超える規模となりました。米国防総省は、オスプレイ17機を日本に売却する方針を決定しました。想定価格（1機100億円）の2倍を超える212億円、計3,600億円と言われる購入費は15年度の社会保障予算削減3,900億円に匹敵する金額です。また、全企業数の99.7％を占め地域経済を支える中小企業のための予算である中小企業対策費は15年度1,856億円で、オスプレイ購入費用の半分です。

さらに、「人道・災害援助」を口実にして、日本全土にオスプレイの訓練を拡大しようとしています。2017年から東京・横田基地にオスプレイを配備する方針も明らかにされています。
③辺野古新基地建設ＮＯ

世界一危険と言われる普天間基地は存続したまま、辺野古新基地建設が唯一の解決策と政府は言い続けています。
しかし、沖縄県民の辺野古新基地ノーの民意は、名護市長選、名護市議選、沖縄県知事選、昨年末の衆議院選挙と示されています。その民意を踏みにじり、安倍首相は、日米首脳会談で辺野古が唯一の選択肢として確認するなど、民意を無視した不誠実な態度をしめしています。
④国民は憲法改定を望まない　改憲への批判広がる

マスコミの憲法についての世論調査では、国民は９条をはじめ、憲法そのものの改定を求めていないことを示しています。「朝日」の調査では、かつては改憲に「賛成」が「反対」を上回っていたのが昨年から2年連続で逆転、今回は　　「変える必要はない」が48％。「NHK」の調査でもかつては多かった改憲の「必要がある」が「必要はない」とほぼ同じになっています。「日経」では2004年以降初めて「現在のままでよい」が改憲を上回りました。

憲法９条についてはいずれも、「変えないほうがよい」が63％（「朝日」）、「改正すべきだと思わない」が55％（「毎日」）などとなっています。安倍政権のもとで憲法破壊の動きが強まるなか、国民のなかに改憲への批判と警戒が広がっていることは明らかです。

「戦争法案」に関する世論調査でも、自衛隊の他国軍に対する軍事支援が広がることで「日本が戦争に巻き込まれるかもしれない」と感じるとの回答が88％（「朝日」）、「戦争法案」の今国会の成立には52％が「反対」（「日経」）しています。
　また、「安倍政権ノー　戦争法反対6・13全国大集会」には、全国から16,000人が結集。全国各地で集会やデモ行進が成功しており、国会では連日の座り込み行動に1,000人以上が参加するなど、戦争法反対の声は広がっています。
⑤教育、報道への介入

民主主義国家としてあってはならない教育や報道への介入を、安倍政権は進めています。首長の介入を強化する教育委員会改悪法（地方教育行政法改定）で教育委員会の独立性を奪い、侵略戦争美化の「愛国心」教育、大学教育での学問の自由や自治に介入する教育統制に力を入れ、政府の大学や研究所に対する軍事研究の要求などが強められています。「日本は正しい戦争をやった」という極右的な立場に立つ育鵬社と自由社の歴史教科書をこの夏、全国で採択させることも狙った圧力も強まっています。
国立大学の入学・卒業式で日の丸掲揚と君が代斉唱を行うよう、国立大学学長の会議で文部科学省が要請。日の丸・君が代の強制は、思想・良心の自由、学問の自由などを定めた憲法に反するものです。

また、テレビ朝日やNHKの放送内容を問題として自民党が呼びつけ、事情聴取する事件がありましたが、政治が介入すべき問題ではありません。国際ジャ－ナリスト組織「国境なき記者団」は、報道の自由度ランキングで日本を2012年の22位から大幅に後退した61位と位置づけ、「公共性の高い情報を伝える調査活動や記者の取材源の秘匿などが脅かされている」と日本の報道環境の悪化に警鐘を鳴らしています。

２　大企業とアメリカの利益を最優先する安倍政権の政策
①国民生活より大企業優先、「世界で一番企業が活動しやすい国」に執着

安倍政権は政権基盤を強固にするために、米国と大企業奉仕に邁進しています。アベノミクスは一部大企業に空前の利益をもたらしています。例えばトヨタ自動車は2015年3月期連結決算で日本企業初の純利益2兆円を突破し、営業利益とともに2年連続過去最高になりました。国民生活が厳しくなる一方で、大企業はこの1年間だけでも13兆円内部留保を増やし、ためこみは国家予算の3倍にあたる約300兆円にもなっています。
さらに「企業が活動しやすい国」にするため岩盤規制を打ち破るとし、農業・医療・労働に狙いを定め、この分野も企業の儲けの場として提供するために法改正なしの国家戦略特区構想をすすめています。また、法人税を2年間で3.29％（15年度2.51％）引き下げ、数年後には20％台にする方針です。減収の穴埋めは消費税増税、社会保障切り捨て、赤字企業にも課税する「外形標準課税」の拡大です。経団連の要求を丸のみして政治献金を復活させ、政党助成金と合わせ二重に国民を裏切るものです。

②非正規雇用の増大と深刻な貧困と格差の拡大
総務省発表の「労働力調査」によれば、2014年11月に非正規雇用が初めて2,000万人を越え、2,012万人となりました。雇用者に占める非正規雇用の割合は38％になり、「貧困線」とされる年収122万円の世帯は16.1％（厚労省の「平成25年度国民生活基礎調査」）、年収200万円以下で働く「ワーキングプア」は8年連続で1,000万人を超えています。
金融資産が全くない世帯が30％を突破する一方で、ユニクロの会長家族が3人で1兆円を超える株での増益を得るなど「富裕層」は100万世帯を超え、貧困と格差の拡大は深刻です。追い打ちをかけた消費税8％増税は、平均で月額7,044円、年額85,000円の負担増です（総務省「家計調査月報」5月比較）。　　

低所得者ほど負担の重い税であり、10％時に軽減税率の検討をするとしていますが、増税中止こそが救済措置です。

③労働者派遣法大改悪

安倍政権は2度も廃案にされた労働者派遣法の大改悪を狙い、労働時間規制や解雇の自由化など、労働者を守る法の枠組みを「岩盤規制」として破壊攻撃を行っています。派遣法改悪案は､「臨時的・一時的」を条件に認めた派遣労働を、「生涯派遣」とし、「正社員ゼロ」に道を開くものです。
また、「高度プロフェショナル制度」として「年収1075万円」以上の労働者から「残業代ゼロ」を狙っていますが、経済界からの要望に「小さく生んで大きく育てる」と塩崎厚労大臣が答えているように、制度が導入されれば年収要件の緩和や対象範囲の拡大が狙われることは必至です。本家の米国でさえ健康被害が相次ぎ見直しの動きが強まっており、労働時間規制は労働者保護の基本的かつ最低限のルールとして守らせることこそ必要です。

④深刻な労働者の賃金低下

日本の労働者の実質賃金は、現在23ヵ月連続減少しています。

アメリカでは、労働者の運動に押され、大統領が最賃引上げに言及、全米市長会議も引上げ決議を行っています。イギリスでも2015年10月から最賃3％引き上げ、ドイツでも統一産業サービス労組（ベルディ・206万人）が公務員の賃金を2年間で4.83％上げさせました。
ILO（国際労働機関）は「2008年のリーマンショック前を下回る実質賃金。非正規拡大が原因」、OECD（経済開発協力機構）は「格差の拡大が成長を押し下げている」と日本の現状について指摘しており、大幅賃上げと雇用の改善は緊急課題になっています。

大企業が、法人税の引き下げや優遇税制などによる恩恵を受けながら、正社員の定期給与を抑制し、低賃金の非正規雇用労働者を増やし、内部留保を積み増しているもとで、労働者の賃金は深刻な状況です。

民間給与実態統計調査によると、2014年度の年間平均賃金は昨年より5万6千円（1.4％）上がり、413万6千円となりました。しかし、今年4月の消費税増税による物価押し上げは日銀試算で2％、消費税増税分を含む消費者物価指数は11月、前年同月比で2.4％上がっており、賃金は上がっても物価上昇分には届いていない状況です。

厚生労働省の毎月勤労統計調査でも、物価上昇を加味して賃金水準を示す実質賃金指数（従業員5人以上の事業所）は前年同月比4.3％減で、17カ月連続でマイナスを記録しています。
労働者の雇用安定と賃金の改善は、社会保障制度の安定・充実についても極めて重要な課題です。
　

⑤東日本大震災復興の課題
東日本大震災被災者の生活再建は深刻です。住居・生業の確保さえままならず、仮設住宅におけるカビなどの健康障害の発生が深刻になっています。災害公営住宅建設の完成は1割程度に留まっています。　

アベノミクスによる大型開発中心の国土強靱化政策、オリンピック需要での都市部での建設需要の高まりや資材の高騰、消費税増税、人手不足などが原因です。復興増税を1年前倒しで廃止させた大企業の儲けを優先させるのではなく、復興税は全額、被災者・自治体復興のために利用すべきです。
急がれるのは、住まいの確保と生活保障、医療費や介護保険利用料の減免継続・復活などです。さらに、各被災地の復興県民センターや災対連が求める生活再建支援金の上限300万円を当面500万円に引き上げるなどの支援こそが急がれます。
また、東日本大震災の復興事業について、被災地の実情をふまえずに縮小・消滅することなどあってはならないことであり、2011年度から2015年度までを「集中復興期間」と設定する政府に対し、岩手、宮城、福島の被災３県は期間の延長を求めています。住宅再建、生業の再建は、どちらも始められたばかりであり、復興に必要な予算措置の継続は当然のことです。

⑥原発再稼働への執着

東日本大震災・福島原発事故から4年が経過しましたが、今も12万人もの県民が避難生活を余儀なくされています。

いまだに問題の解決しない汚染水、放射性廃棄物処理問題など、30～40年で廃炉に持っていけるのか、まだまだ深刻な事故状態であることが告発されています。原発作業員の健康被害や危険手当のピンハネなど、作業員の健康管理と賃金保証の厳格性が求められています。

関西電力大飯原発3・4号機の安全性が確保されていないとの再稼働差し止め裁判で、福井地裁は住民側の訴えを認め、関西電力に運転再開差し止めを命じました。さらに、関西電力高浜原発の再稼働差し止めの仮処分決定は、国の新規制基準に「ノー」を突き付け、新規制基準を、「緩やかにすぎ、これに適合しても原発の安全性は確保されていない。合理性を欠く」とし、地震の想定については「根拠に乏しい楽観的見通し」「深刻な事故はめったに起きないだろうという見通しのもとに、この対応は成り立っている」と断定しました。一度事故を起こせば過酷事故につながるにもかかわらず、避難計画策定済の自治体も対象市町村135のうち58で、43％に過ぎず、住民の安全確保もできていません。

しかし安倍政権は、原発を「重要なベースロード電源」と位置づけ、再稼働と輸出に躍起になっています。爆発的噴火のあった口永良部島に近く、避難計画も定まらない中、７月中にも鹿児島県の川内原発の再稼働がねらわれています。
⑦主権を売り渡すTPPへの執着

日米首脳会談で安倍首相は、環太平洋連携協定（TPP）の早期妥結についても約束しました。公約破りであり、日本国内で何も説明・議論しないことを勝手に口走ることは、許されることではありません。TPPは日本の食と農を破壊し、医療を市場化して国民皆保険制度をなし崩し的に壊し、経済主権を売り渡すものです。米国でもISDS条項で企業から訴えられる懸念や、雇用や安全面への危惧等で労働組合や消費者団体から反対の声があがり、ニューヨークを含む15の自治体も反対決議を上げています。
アメリカ議会は、議会が持つ通商権限を大統領に条件付きでゆだねる大統領貿易促進権限（ＴＰＡ）法を可決し、７月中の大筋合資を目指して閣僚会合などの動きが各国政府の間で活発になっています。

しかし、ＴＰＰ交渉自体が関税撤廃や知的財産権などの多くの分野で、多国籍企業の利益を優先するアメリカや日本などと発展途上国の間で、簡単に妥協できず、一気に合意が進むという状況にはありません。
ＴＰＰは、アメリカが主導し、アメリカ流の貿易ルールを押し付けるものです。安倍政権が交渉参加を決めた際の国会は、重要農林水産物は「除外又は再協議の対象とする」ことを決議していますが、すでに牛肉､豚肉などの輸入拡大を受け入れたといわれ、安倍政権は決議を全面的に踏みにじっています。ＴＰＰ交渉は、極端な秘密主義をとっており、内容が明らかになればなるほど反対の声が広がるのは必至です。
　安倍政権に交渉の情報を公開させ、ＴＰＰの実状を明らかにする国民の世論と運動、国際的な共同の発展が急務となっています。
３　社会保障をめぐって
１）国民無視の医療保険制度改革関連法

自公政権は2015年5月27日に、医療保険制度を改悪する医療保険制度改革関連法（「持続可能な医療保険制度等を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律」）を、第189通常国会で強行しました。

戦争法案、労働者派遣法改悪法案等、国民のいのちと暮らし、将来に多大な影響を及ぼす重要法案が目白押しの中で、法案は、①一括で提出・審議し、②わずかな審議日程で採決、③参考人質疑を形だけ行い、それを受けての審議もなく、患者・国民への説明もない、④具体的な部分は「今後検討」で国会論議を経ずに進めるなど、不十分極まりない対応でした。審議時間は、参考人質疑をあわせても、衆議院は22時間、参議院は23時間程度で、医療介護総合法強行の際の審議時間をも下回りました。採決は、患者・国民の声に耳を傾けることのない、数の力による暴挙であり、議会制民主主義の否定でもあります。

法案の内容も、国民皆保険体制を崩壊させ、国民のいのちと暮らしを脅かし、新たな負担増を押し付ける内容です。

２）国民のいのちと暮らしを脅かし、新たな負担増を押し付ける

①国民皆保険制度を揺るがす「国保の都道府県単位化」

全日本民医連が発表した「受診遅れ死亡事例」調査は、毎年実施されていますが、近年の死亡人数は年間約７０～５０人と高水準で推移しています。これらは民医連の事業所だけの調査であり「氷山の一角」だけに重大です。

浮き彫りになっているのは、国保の機能不全です。市町村が運営する国保は、自営業者や失業者など被用者でない人たちの命と健康を守るための公的医療保険として1961年に始まり、それによって「国民皆保険」が実現しました。

ところがいま保険料（税）が高すぎるため、全国で360万を超す世帯が保険料を滞納し、多くの人が正規の保険証を交付されず、必要な医療から排除されるという、「皆保険」の空洞化ともいうべき事態が引き起こされています。

この現状をますます悪化させるのが医療保険制度改悪関連法です。そして、関連法の柱の一つであり、都道府県にも保険者機能を持たせ、国保の財政運営を市町村から都道府県に移管する「国保の都道府県単位化」がさらに拍車をかけます。

都道府県が市町村に「標準保険料率」を示し、収納率を引き上げさせ、市町村に保険料を上げさせる圧力となり、過酷な保険料徴収がさらに強まる危険もあります。市町村が独自に実施している保険料軽減のための財政措置の縮減・廃止も狙っています。

国保料高騰は滞納世帯を増加させ、国保の危機を深刻化させるだけです。

さらに法律は、都道府県が策定する医療費適正化計画に医療給付費の目標総額を明記し、それを地域医療構想による病床削減とリンクさせ、新たに導入する都道府県国保運営方針も適正化計画と整合させるよう義務付けています。

まさに都道府県を司令塔にした強力な医療費削減・医療供給体制の縮小の仕組みづくりにほかなりません。
国保改革というなら、全国知事会などが求めているように、削減されてきた定率国庫負担を抜本的に増やすことこそが重要です。保険料の引き下げ、低所得者の負担軽減、受給権の保障を図るべきです。

諸外国と比較しても高すぎる日本の医療・介護の国民負担は、限界を超えています。

国民健康保険組合は、国民健康保険法に基づいて、同業同種の労働者を組合員として組織している母体組織が運営する公法人です。全国で164組合・約302万人が加入しています。国民健康保険は、社会保障制度であり、被用者保険と違い事業主負担がないことなどから定率国庫補助が行われています。

今回の関連法で、国保組合の定率国庫補助を廃止して、所得水準に応じて13～32％の11段階に補助率がなりました。定率補助の原則廃止は、国保組合間の分断につながります。また、国民健康保険への国庫負担の削減を助長し、現在の負担と給付の公平論では、「高所得」の基準の引き下げが恣意的に行われる危険があります。また、区市町村国保にも「所得」による国庫負担に差を導入される危険もあります。

②全ての世代への負担増の押し付け

受診抑制と重症化をもたらす入院食費などの新たな患者負担増も法律の二つ目の問題点です。
法律の実施により、高額療養費と入院食事代を合わせた一か月の入院費用は12万円となり、平均給与の3割を超えてしまうことになります。

一般病床での入院食事代は、一食が260円から460円と一か月あたりにすると18,000円もの負担増です。介護施設や療養病床の負担増の際に強調された「生活の場だから在宅との公平を図る」という政府の言い分は、国会審議の中で厚労省も「説明できない」と認めざるを得ませんでした。「公平」という名目で、高い方に合わせるだけの御都合主義の負担増は、患者の困難に追い打ちをかけるものです。
紹介状を持たずに大病院を受診した際の5,000円から10,000円の定額負担導入も盛り込まれました。しかし、この導入が厚労省の言う「外来の機能分化」に役立たないことも国会審議の中で明らかになりました。そもそもこの制度は、厚労省が一度は撤回を表明した受診時定額負担にほかなりません。将来にわたって七割給付を維持するとした健康保険法違反とも言えるものです。
③混合診療に道を開く「患者申出療養制度」創設

三つ目の問題点は、混合診療の全面解禁に道を開く「患者申出療養制度」の創設です。
現在、「保険外併用療法制度」として、保険適用にならない先進医療を保険診療と併用できる評価療養制度が存在するにもかかわらず、なぜ新たに制度を導入しなければならないのか。実験的な医療を含む先進医療について、現在の6か月という審査期間を、初めての実施では6週間、前例があれば２週間という超短期間で承認するとして、施設基準もない医療機関でも実施、適格基準から外れた患者にも適用とするなど、果たして安全性が守られるのか？制度についてのさまざまな懸念、疑問が国会審議でも参考人質疑でもだされたにもかかわらず、合理的な納得のいく政府の説明はありませんでした。疑問を積み残したままやみくもに突き進むのは、余りにも無責任なやり方であり、医療を営利産業化し保険会社や製薬企業の利益を最優先にするものです。

④後期高齢者医療保険料特例廃止～対象者865万人
後期高齢者医療制度の保険料の特例軽減を政令によって廃止するとしました。対象者は加入者の半分を超える865万人、廃止されると一挙に2倍から10倍もの負担増になります。
後期高齢者医療の特例措置は、年金収入で250万円以下の世帯を対象にして、制度導入の際に高すぎる保険料への批判と抗議の声のまえに作られたものです。厚労省は、「世代間・世代内の不均衡がある」として、特例措置をなくし、810億円の医療費削減を目論んでいます。

緊急に国民に知らせていく宣伝が求められています。

３）介護分野の制度開始以来の大改悪
①制度開始以来の大改悪が4月1日から実施されました。特養の入所者を原則要介護３以上に限定、要支援1・2の通所介護と訪問介護を介護保険サービスから外し、8月1日からは一定の所得者（年金280万以上）の利用料２割負担、1,000万以上（夫婦で2,000万以上）の預貯金があれば、補足給付は廃止、多床室の部屋代・食事代徴収など利用者をいっそう介護保険制度から遠ざけるものです。利用者からの不安の声が上がっています。
②介護報酬は、2015年度改定で、報酬全体で2.27％、介護労働者「処遇改善」特別加算の上乗せ分を除けば、4.48％と過去最大の引き下げが強行されました。

　消費税増税や「アベノミクス」による物価高などで介護事業の経費が増えるなか、マイナス改定を実行すること自体、介護のさまざまな分野で深刻な矛盾や困難を引き起こすものです。さらに、サービスごとの介護報酬は、特養ホーム、デイサービスなどの施設への報酬を大幅にカットする方針が打ち出され、施設の運営と経営を直撃するものとなっています。実際に、北海道（「介護に笑顔北海道連絡会2015年3月6日発表」で実施されたアンケートでは、閉鎖せざるを得ないとした事業所が２割近くに上っています。大義も道理もない報酬削減ではなく、国民負担増を避ける対応で報酬引き上げに踏み切るべきです。

介護報酬のマイナス改定は影響が大きく、閉鎖する事業所も出始め、利用者・労働者・事業者など関わる全ての人、地域の大きな問題になっています。

③介護保険料の引き上げも深刻です。第６期の介護保険料は全国平均5,191円（月額）で第５期より10.9％増です。その上に「医療・介護総合確保法」に明記された公費投入による低所得者の保険料軽減は、消費税10％が延期されたのを理由に一部実施のみで先送りされました。第１号保険料は高齢者の負担能力を超えています。公費部分（国と地方自治体）を拡大し、保険料に依存する仕組みを変えさせなければ解決しません。
④要支援者の地域支援事業への移行については、中央社保協の全国自治体アンケートでも深刻な実態が浮き彫りになりました。35都道府県977自治体から回答があったなか、要支援者の地域支援事業への移行時期については、「2015年4月から」と回答した自治体はわずか30自治体（厚労省調査によると2015年度中移行は114自治体で7.2％）、地域支援事業の柱となる「多様なサービスの確保」については、「確保できる」と回答したのは1割に満たない83自治体、「見通しが立たない」との回答が648自治体、「できない」と回答した自治体も9自治体あり、33都道府県のうち7県では「確保できる」と回答した自治体がありませんでした。国が一定水準の介護を保障する責任を放棄した総合事業への移行で、全国的にも軽度者の介護保障の体制が崩され、多くの介護難民を生み出すものです。

４）医療・介護を金儲けの道具、「成長の目玉」に
医療を金儲けの道具にすることをねらう、2014年12月に成立した国家戦略特区法は、「大胆な規制改革」の起爆剤と位置付けられています。医療分野でも特区内で「国際医療拠点」として外国人患者の受け入れや、高度医療提供機関に対して、①混合診療拡大、②外国人医師・看護師の業務解禁、③病床の新設・増床容認や医学部の新設についても検討するとしています。
産業競争力会議・規制改革会議では、「医療・介護」を成長の目玉とし、その「障壁」となる社会保障分野の規制を撤廃する議論と法「改正」の準備がすすめられています。
５）公的責任縮小を図る社会福祉法改悪

社会福祉に対する公的責任縮小を図る社会福祉法の改悪も狙われています。法案では、介護分野に続き、障がい分野の「福祉職員等退職金共済制度」への公的助成廃止を盛り込み、さらに、無償または低額で「地域公益活動」を法人に義務付けようとしています。
本来の業務以外に、「社会貢献的役割」を担わせることに懸念が広がっています。背景には、民間企業・株式会社の参入促進があり、それゆえの法人攻撃となっていることは重大です。
この動きに反対する「権利としての福祉を守る関係団体共同実行委員会」（「障害者の生活と権利を守る全国連絡協議会」など11団体で構成：中央社保協参加団体）で取り組んだ緊急要請書は2,415団体に広がりました。
法案は、７月上旬の早期強行が取りざたされており、緊急の行動と世論構築が求められています。
６）医療・介護・福祉労働者の状況
医療・介護・福祉労働者の状況は、根本にある慢性的な人員不足が解決されないまま、患者・利用者のおかれる環境も厳しいため、依然として深刻です。　

2017年3月の初期研修終了の世代から、新しい後期研修医制度がスタートします。この新たな専門医制度により市中病院における医師養成はより厳しくなり、地域医療の困難と労働者疲弊の原因になることが危惧されています。

看護においても夜勤負担の軽減がされていないことは、日本医労連の夜勤実態調査でも明らかで、2014年の診療報酬改定で「7対1」など入院基本料や看護必要度の算定が厳しくなり、現場はさらに大変な状況になっています。
介護においては低い賃金を何とか改善する必要があるとの認識は広がっていますが、政府の介護報酬引き下げにより依然厳しい状況のままです。介護労働安定センターの「2013年度介護労働実態調査」（2014年8月11日に発表）結果によれば、介護サービス従事者の過不足状況について、不足感を感じている事業所の割合は56.5％（前年度57.4%）に上り、依然として半数を超えています。低い賃金・劣悪な労働条件の改善は、高齢化社会を支える医療・介護分野にとって急務です。
７）財務省の「社会保障切り捨て計画」
①法案成立を前提に次の改悪計画打ち出す～財政審
衆参両院での国会審議中にも、財政制度等審議会や経済財政諮問会議は、医療、介護の次の負担増、給付減を次々に提案しています。これは、国会の審議中に法案の成立を前提にして次の課題を打ち出すものであり、国会を愚弄するものにほかなりません。4月27日の財政制度等審議会は、社会保障費の自然増にキャップ（上限）をかぶせ、3千億～5千億円規模の削減を毎年行うことをねらい、医療・介護・年金・障害福祉など各分野の制度改悪を新たな段階に進める「社会保障切り捨て計画」を打ち出しました。続いて6月1日には、社会保障や教育に大ナタをふるうよう求める建議を財務大臣に提出しました。政府が夏に策定をめざす｢財政健全化｣計画への反映を目指しています。
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計画は、国・地方の基礎的財政収支を2020年度に黒字化する目標に向けたもので、大企業・富裕層優遇税制の是正などの歳入改革にはふれず、社会保障を主な削減の標的にしました。高齢化や医療の高度化で増える社会保障費の自然増分について、「『高齢化による伸び』相当の範囲内」（5,000億円）に抑えるよう迫っています。

毎年3,000億～5,000億円規模の削減となり、「医療崩壊」「介護難民」を生みだした小泉政権の自然増分2,200億円削減路線を、上回るものです。

②医療・介護・年金等を強制的に削減
医療分野では、受診時の定率負担（現行1～3割）に定額負担を上乗せする、75歳以上の患者負担（原則1割）を2割に引き上げる、重症患者向けの急性期病床と長期療養のための療養病床を強制的に減らすなどの方策があげられています。
6月15日には、内閣官房の専門調査会が高齢化のピークとされる2025年に必要な医療機関のベッド数を115万から119万床程度で、必要と見込まれている１５２万床の２割以上にあたる33～37万床を減らすべきとする「報告書」をまとめました。30万人程度を在宅医療へ移行するなどの「患者追い出し」による医療費削減を押し進めるものです。
都道府県は、2025年時点で必要なベッド数を盛り込んだ「地域医療構想」を策定中であり、政府は、報告をもとに病床削減を同計画に盛り込ませることを狙っています。

介護分野では「給付範囲を重点化」すべきとして、要支援1～2と要介護1～2の保険はずし、生活援助と福祉用具貸与を原則自己負担（一部補助）に、その他のサービスはすべて自治体が予算の範囲内で行う事業に移すなどとしています。
年金分野では支給開始年齢を68歳前後に先送りするよう求め、さらに教育分野では、24年度までに小中学校教職員を約4万2,000人削減することが可能と強調、軽症の場合の救急車有料化も検討課題にあげられています。

（4月27日の審議会で出された「改革案」表参照）

③2020年を見通しての改悪を準備

社会保障改悪のスケジュールを列記した「社会保障制度改革プログラム法」は、10％への消費税増税とセットで2015年度までの社会保障関係の法改定の項目をあげていますが、今回示された財務省案は、2020年までを見通して次の社会保障制度改悪を準備する内容になっています。

　財務省は、2015年末までに具体的な制度「改革（改悪）」の工程表をつくるとしています。
年間３０００億円～５０００億円の社会保障徹底削減を目論み、「消費税１０％増の円滑実施」「軍事力強化」「法人税減税のさらなる上乗せ」等を盛り込んだ「骨太の方針」を取り決めようとしています。

８）国民大負担増と消費税10％増　

後期高齢者の保険料引き上げは、後期高齢者医療の加入者の半数以上が保険料の「特例軽減」を受けており、廃止により保険料が2～10倍も跳ね上がる「低所得者を狙い打ちした大負担増」です。

　「社会保障のため」と消費税を増税しながら、小泉内閣時代の2,200億円削減を上回る2015年度予算で社会保障費の3,900億円を削減、到底国民の納得が得られるものではありません。2017年からの消費税10％増についても同様です。

　高額所得者と大企業は負担率が下がる所得税、法人税のゆがみをただし、能力に応じて税を負担させ、一人ひとりの所得を増やす経済改革で社会保障の財源をつくることこそ求められています。
９）年金をめぐる情勢
年金では、年金給付の抑制が続けられ、今後30年間年金が引き下げ続けられる事態となります。
昨年４月の時点で、すでに年金の給付水準が物価水準を下回っているにもかかわらず、年金水準を抑える「マクロ経済スライド」が発動され、2015年度の年金水準は物価水準よりも2.2％も低くなっています。

公的年金は2004年の法「改正」を基本に、「社会保障・税一体改革」の枠組みの中で「改革」が進行しています。国民の運動によって、基礎年金の国庫負担2分の１の恒久化が実施され、受給資格期間が10年に短縮されることになりましたが、問題はこれらが消費税10％引き上げとリンクしていることです。2004年に「百年安心」とうたいあげましたが、厚生年金では年金額が1割以上減少する一方で保険料は2割上がっています。男性の35％、女性の90％が月額15万円未満で、国民年金の平均受給月額は54,000円にすぎません。　

年金課税の強化、年金支給開始年齢の引き上げなども検討され、これから高齢者になる年代に、より多くの減額が生じることになります。まさに、若い世代の問題でもあるということです。

老後の心配なく、今を懸命に生きられる憲法の生存権保障を基本に据えた、最低保障年金をはじめとする安心できる制度の構築が求められています。

年金者組合は、2013年10月分からの年金削減に抗議し、12万人余の不服審査請求、再審査請求をすすめ、年金者組合の外にも大きく広がりました。5月29日には、年金引き下げに反対する一斉提訴を行い、すでに提訴していた鳥取・徳島・山口・北海道・島根を含め原告は1,981人。6月以降も含めると約3,000人にのぼる予定です。

１０）生活保護をめぐる情勢
　2015年1月の生活保護受給人員・世帯数は、217万人、161万世帯を超え、制度開始以来、最多を更新しています（保護率1.7％）。

公営住宅の不備、無年金者の放置、非正規労働者の増大放置など、憲法25条や生活保護法の基本理念を無視した生活保護制度の改悪、受給者攻撃が、国民から孤立させる形で進められています。
　生活困窮者自立支援制度により、各地で生活保護を受けられない、生活保護外しの実態も広がっています。
生活保護費のうちの生活扶助費を2013年度から3年かけて段階的に引き下げ、670億円（約6.5％）削減しました。生活保護基準引き下げは受給者だけでなく、住民税非課税、国保料の減免、介護保険利用料の減額、地域別最賃、就学援助対象の選定など多くの基準となっており、社会保障の全水準を低下させる重要な問題です。不正受給の誇大宣伝などで生活保護受給者を狙い撃ちにし、生活苦にあえぐ国民と分断し、改悪を進めています。生活困窮者自立支援制度もスタートし、ますます「個人責任」追及型にされる危険があります。

生活保護基準が段階的引き下げ（2013年8月、2014年4月、2015年4月）に続き、さらに2015年7月から住宅扶助基準引き下げ、10月から冬季加算の引き下げが行われようとしています。
引き下げに反対する不服審査請求は、これまでに23,000件を超えています（全生連調べ）。さらに、「生活保護法違反、憲法違反」として、裁判闘争もが各地で広がっています。（5月22日現在22道府県700人以上）

また、大阪市で大手銀行とのタイアップで進められた生活保護費の一部をプリペイドカードで支給するとした件は、「受給者の生活無視、保護法違反」等の怒りの声が急速に広がり、カード使用を申請した人は48人にとどまり、当初の想定を大きく下回りました。

生存権裁判全国連絡会は、５月に全国総会を開き、新たな裁判への支援も含めた体制強化を確認しました。連絡会は、今年度中に３６県での結成が見込まれます。
千葉県銚子市で起きた県営住宅追い出し母子心中事件は、全生連、自由法曹団とともに現地調査を行い、千葉県、銚子市と交渉を行いました。交渉時の当局の説明と裁判での証言等との食い違いも明らかになっており、引き続いての調査、要請が求められています。
１１）保育をめぐる情勢
　政府は保育も市場化し、「子ども・子育て支援新制度」を4月からスタートさせ、保護者と園の直接契約の拡大を狙って認定こども園への移行を促進してきました。財源不足を理由にした補助金削減で、認定返上の施設が続出しています。

待機児童解消に緊急の措置として“保育を必要”とする入所希望者数を正確につかみ、市町村の保育実施義務を果たせるよう、自治体任せにせず、国が責任をもって取り組み、さらに、保育所整備のうえで障害になっている保育士を確保することが重要です。保育士の抜本的な処遇改善と正規化への仕組みをつくり、不十分な加算措置にとどめず、賃金水準と職員の配置基準の引き上げを行うことが求められています。

また、新制度は「子育て支援」といいながら、保育料の引き上げ、年少扶養控除廃止前の旧税制による算定の見直しに伴う保育料アップなど、保護者に新たな負担をおしつけようとしています。

待機児解消にむけては、市町村の責任を明記した児童福祉法24条1項にもとづく認可保育所の増設を求める共同運動が必要であり、あわせて、保育士の確保・定着にむけた処遇の抜本改善も課題となっています。
１２）社会保障の抑制狙うマイナンバー制度

国民全員に12ケタの個人番号をつけ、個人情報を一元化するマイナンバー制度が2015年10月から個人番号の通知、2016年1月から税や年金分野での運用が始まります。

しかし、政府は医療分野にも活用する方針で、集めた医療情報をビッグデータとして分析、過剰な検査を省いて国民医療費を抑制し「新薬の開発にも活用できる」と、医療の産業化にも利用することをねらっています。

マイナンバー制度は国民の「税の把握」や「給付抑制」のシステムであり、プライバシーの侵害、情報漏えい、国民監視の役割にも転じかねない恐れがあると指摘されています。

マイナンバー制度のなし崩し的拡大をねらい、第189国会でマイナンバー（共通番号）拡大法と個人情報保護法の改定案の審議がなされています。マイナンバー拡大法案は、2016年1月の制度実施前に預貯金の口座、特定健診、予防接種の履歴などに適用を広げるというものです。

医療費抑制路線を押し進める計画と共にすすめ、重大な個人情報である医療情報にまで拡大することは許されません。

１３）引き続き深刻な子どもの貧困

　子どもの相対的貧困率は1990年代半ば頃から上昇傾向にあり，2009年には15.7％となっています（内閣府の平成25年版「子ども・若者白書」）。子どもがいる現役世帯の相対的貧困率は14.6％で、うち大人が1人の世帯では50.8％と大人が2人以上いる世帯に比べて非常に高い水準となっています。経済的理由により就学困難と認められ就学援助を受けている小学生・中学生はこの10年間で年々増加しており、2010年には約155万人、就学援助率は15.3％と過去最高になっています。
厚生労働省「国民生活基礎調査」では、平均的な所得の半分を下回る世帯で暮らす18歳未満の子供の割合を示す「子供の貧困率」は2012年16.3％で、2009年から0.6ポイント悪化で過去最悪を更新しました。
子供の貧困は深刻で、長期休暇後の体重減少や、口腔衛生の悪化、次世代への貧困の連鎖などが指摘されています。

１４）障害者権利条約趣旨に沿った障害者施策の充実を
2013年12月、国会において「障害者の権利に関する条約」（国連・障害者権利条約）の批准が承認され、日本は本年１月に正式に締約国となりました。障全協をはじめ多くの障害者団体は、障害者の権利を「譲り渡せないもの」と訴え、その保障を求めて運動し続けてきました。今回の条約批准を契機に、さらに権利保障運動を前進させ、条約趣旨にそった施策の実現を引き続き政府に求めていかなければなりません。

障害者差別解消法（2018年度実施）における実効性ある「基本方針」等の策定、介護保険優先原則問題（65歳問題）の解消・「浅田訴訟」等への支援、精神科病床転換型居住施設の中止・撤回、難病新法における負担・対象問題等の解消など運動で築いた「基本合意」「骨格提言」はもちろん、条約趣旨にそって引き続き運動を強めることが求められています。
（３）２０１４年度活動報告～一年間の運動の到達点
１.衆議院選挙・一斉地方選挙を通して国政・地方政治の革新、国民共同の運動の前進
①衆議院選挙と一斉地方選挙

安倍政権ノーの世論のひろがりに安倍首相は、自らの延命に衆議院を解散し、2014年12月14日の総選挙で、自公与党は3分の2の議席を維持しました。しかし、自民党は議席を減らし、安倍政権に対する対抗軸を明確にして批判の受け皿となった日本共産党が議席を大幅に伸ばしました。沖縄では、保革を超えた米軍基地建設反対の共同の「オール沖縄」の候補者全員が小選挙区で勝利し、自民党の議席がなくなりました。

　衆議院選挙に続いて行われた3月、4月のいっせい地方選挙でも、安倍政権の暴走に正面から対決する姿勢を鮮明に打ち出した日本共産党が議席を伸ばし、全県で議席を確保しました。社保協の要請の窓口、紹介議員が誕生したことは、地域の社会保障拡充、住民要求の実現への大きな足掛かりです。

②地方政治革新
　7月の滋賀県知事選では「原発再稼働反対」を訴える候補者が、沖縄県知事選挙では「辺野古の基地建設に反対」を訴える翁長雄志氏が現職の仲井真弘多氏におよそ10万票の差をつけて当選しました。佐賀県知事選挙でも自民、公明両党が推薦する候補者を抑え、「原発再稼働やオスプレイ配備反対」を訴える候補者が4万票の差をつけて当選、力まかせに地方へ中央主導の政策を強行しようとした安倍政権の姿勢に、有権者が反対の意思表示をしたものです。

また、愛知県知事選挙、三重県知事選挙、青森県知事選挙、甲府市長選挙で県社保協の現・前役員が「社会保障の充実」等を訴え立候補し、住民要求実現へ善戦健闘しました。８月９日投票の埼玉県知事選挙には、柴田泰彦氏(埼玉県社保協副会長、埼玉県労連議長)が立候補を表明しています。

大阪市の廃止と解体を狙う「大阪都」構想の是非を問う住民投票では、大阪の自治と暮らしをつぶす「維新の党」の野望を許さず「大阪市をなくすな」という一点にもとづき、医療・社会へ保障分野の団体をはじめ幅広い市民、団体、政党の共同の画期的な広がりで、同構想を阻止しました。
２.医療・介護大運動の到達点
　2014年度全国総会で「いのち・暮らし守れ－安全・安心の医療・介護を実現する大運動」を提起し、以下の重点課題（⑴憲法25条を基礎にした人権としての社会保障の実現を求める国民運動の構築、⑵“地域に必要な医療・介護の保障を求める県民運動”の発展）を確認しました。

署名用紙や学習パンフ等の活用で、学習・宣伝を基礎に共同の行動を広げました。
　１）大運動の流れ

　２０１４年９月２３日、「安全・安心の医療・介護を実現するシンポジウム」を大運動のスタート集会として位置づけ、集会には、全国から２２０人が参加しました。大運動成功へ向けた団体申し入れを事前の１６－１７日に実施しました。９月２５－２７日には、第42回中央社保学校を、岩手・花巻温泉で開催。
大運動の成功を展望し、東日本大震災被災地の陸前高田市、生命尊重のふるさと・旧沢内村を訪問しました。

また、１０－１１月には、各ブロック事務局長会議を開催し、大運動方針の徹底と交流を行いました。

秋の臨時国会では、定例の国会行動に結集。１０月２２日には、昼休み緊急パレードが取り組まれました。

１０月１６日、東京・巣鴨地蔵通りで、「いのちまもる１０・２３国民集会」実行委員会で、安全・安心の医療・介護を呼びかける大宣伝行動を実施しました。行動には「医療費が重い」「元気なうちはいいが、これからが不安」などの声が寄せられました。１０・２３国民集会は、小雨の中、３２００人が結集し、国会へ請願デモを行い、集会後、内閣府、厚労省（事務次官対応）に要請しました。

１１月１１日には、「介護・認知症なんでも電話相談」を実施し、認知症と家族の会と共同でとりくみました。翌１２日には、１１・１２国会行動で、厚労省交渉、院内集会、議員要請に終日奮闘しました。衆議院解散が表明された１１月１９日には、東京・新宿で宣伝行動を行い、安倍政権の社会保障解体政治を批判、準備した１０００個のティッシュ付署名はがきはぁっという間になくなりました。２６日には、介護自治体アンケート。介護電話相談の内容を訴え、記者会見を行い、朝日新聞、しんぶん赤旗で紹介されました。地域支援事業移行の自治体アンケートは民主党、共産党が国会質問でも取り上げました。
１２月２２－２３日には、「医療・介護大運動全国交流集会」を開催。愛知県知事選挙に立候補した小松愛知県社保協事務局長の激励集会も合わせて行いました。同時期に、介護報酬引き上げの団体署名、要請ＦＡＸに取り組み、年明けの１月８日に、全労連、医労連とともに、厚生労働省へ提出しました。
第１８９通常国会開会日の１月２６日、開会日行動とともに、「国民要求の実現を求める１・２６院内集会」をそれぞれ３５０人、１６０人の参加で成功しました。全国知事会や市長会、町村会の訪問行動にも取り組みました。

２月２日には、「大運動」の前進を掲げ、全国代表者会議を開催。各地域社保協の結成、強化をよびかけ、地域・職場での運動前進の決意を改めて固めあいました。

２月１日、１１日には、西日本・東日本介護運動全国交流集会を開催。それぞれ１１８人、１２１人が参加し、介護をめぐる情勢や現場の実態を学び、交流しました。「自治体との懇談や労働組合と連携し、サービスを下げさせない取り組みをがんばる」などの感想が寄せられました。

２月１６日には、医療団体連絡会議と共同して宣伝行動、１８日には、終日の国会行動を行いました。前年の４・２４ヒューマンチェーン行動を引き継いで、医療団体連絡会議と「いのちまもるヒューマンチェーン会議」をたちあげました。

３月１９日には、ヒューマンチェーン会議主催で「安全・安心の医療・介護を-国会内集会」を開催。アピールの広がりを訴え、全腎協から来賓あいさつをいただきました。３月２９日には、「安全・安心の医療・介護実現　東京集会」が東京社保協を中心とした実行委員会主催でおこなわれました。
ヒューマンチェーン会議として、日本難病・疾病団体協議会をはじめとして患者団体、政党へ申し入れ行動を展開しました。また、医療保険制度改革関連法案廃止へ向け、国会行動（傍聴）、院内集会、要請行動等、ヒューマンチェーン会議と共同して多彩にとりくみました。
　

２）国民運動の構築

①「憲法25条をいかし安全・安心の医療介護を」求める宣伝・署名の取り組み

　署名集約は、６月20日現在、　　　　筆を集約しています。（署名一覧参照）

昨年総会時点での署名集約数は約22万筆という状況でした（中央社保協事務局集約分）。

社会保障制度改革推進法施行以来の安全・安心の医療・介護を求める署名の積算数は、500万筆近くになります。

今年度は、学習リーフ、「ハガキ署名付きチラシ」「〃ティッシュ」を作成し、全国の宣伝・学習行動での活用を呼びかけました。

また、東京社保協が東京土建との共同の署名を作成し、共同を広げました。千葉土建も共同の署名を活用しました。

「学習リーフ、署名用紙を読み合わせ学習した」「学習会等開催時、その場で署名を配布し集める」「署名行動で対話が生まれた」「署名行動は、少数でも必ず定期の行動をやりぬいた」など、各地で創意ある粘り強い取り組みが展開されました。

署名推進と共同の行動を前進させるために、事務局を中心に、代表委員会メンバーとともに、中央社保協加盟組織の中央団体の訪問行動を行い、意見交換と署名推進を要請しました。

署名は、目標設定と集約について課題も残しました。
安倍暴走政治に対する怒りは大きく広がりましたが、安全・安心の医療・介護を求める世論の構築については、今後、新たな署名推進にあたり、団体、都道府県社保協での協議、意見交換および、中央団体（各地方組織）との連携がより重要になります。
また、県・地域社保協からは、各団体の署名行動が取り組まれる中で現実的に社保協署名の取り組み・呼びかけまで至っていないとの声もあげられています。

署名内容（要請主旨、項目）についても、意見を集中させ議論する必要があります。

②中央団体加盟組織の取り組み
医療団体連絡会議とともに「いのちまもるヒューマンチェーン会議」の結成と運動は、医療・介護大運動を前進させました。

保団連は、国会行動（院内集会、傍聴行動等）で大きな役割を果たし、成功へ奮闘しました。保団連は、2010年以降で最高に匹敵する署名数を集約し、これまでにない多数の県組織が運動に結集しています。

全労連・日本医労連は、社会保障の全面的な改悪・切り捨てに断固反対する2015春闘方針を打ち立て、「安心の医療・介護の実現を求める国会請願署名」を重点署名と位置づけて取り組みました。署名用紙や学習パンフを活用して、学習・宣伝を各地で広げました。日本医労連は2015春闘全国代表者会議とともに、医労連加盟組織の社会保障運動推進全国学習交流集会を成功させ、自治労連等とともに、第5回地域医療を守る運動全国交流集会も開催しました。

全日本民医連も「安心の医療・介護の実現を求める国会請願署名」を重点署名と位置づけて各県での取り組みを強化、運動の最前線で奮闘しました。国保死亡事例報告などの調査活動で、地域の深刻な実態を明らかにしました。

全生連は、署名用紙の清刷りを作成し、加盟組織に送付。独自に増刷りしての取り組みを呼びかけました。年金者組合は、年金署名ととともに、安全・安心の医療・介護署名を位置付け、各加盟組織に郵送しました。全商連、新婦人も同様に取り組みを広げました。
③患者団体、医療・介護関係団体との共同の広がり、行政との懇談・交渉

中央社保協加盟組織への訪問活動をはじめ、ヒューマンチェーン行動と連携して、日本難病・疾病団体協議会（JPA）などの患者団体、全国老人福祉施設協議会などの医療・介護関係団体、地方６団体との懇談・要請に取り組みました。　　

介護電話相談は、11月11日にフリーダイヤル・独自電話で14都道府県が実施、１都４県で「認知症の人と家族の会」から相談員を派遣していただき共同の取り組みを広げました。
また、「安全・安心の医療・介護」をかかげて、ヒューマンチェーン会議とともに、厚生労働事務次官や政務官との懇談を実現させ、ヒューマンチェーン行動のアピールに基づき、要請しました。患者団体との懇談・要請は、院内集会へのあいさつやメッセージ、街頭宣伝での弁士、社会保障誌への原稿寄稿など、共同の取り組みが深まりました。

　医療（国保の都道府県単位化等）・介護（地域支援事業移行等）の課題で、厚労省担当課とレクチャー、要請を行いました。

④いのちまもるヒューマンチェーン行動など共同の取り組みの前進

医療団体連絡会議と中央社保協で構成する「いのちまもるヒューマンチェーン会議」の事務局の一員として共同を広げました。

患者団体や政党への「私たちが伝えたいことはただひとつ・安心して医療を受ける権利を奪う法律は成立させないで下さい」のアピールへの賛同の申し入れがひろがりました。医療保険制度関連法案審議のなかで、３月19日、４月16日、5月13日、21日と院内集会、国会前スピーチ集会を開催しました。地元や国会議員室への訪問やFAXによる国会議員要請、国会傍聴行動を連携して取り組み、国会審議の内容を伝える「かがやけいのちニュース」を発行しました。採決強行時には抗議集会を開催し、各団体とともに抗議声明を出しました。
呼びかけ人の伊藤真美先生が進める「アベNo　Thank　You！」の取り組みにも積極的に結集しました。

⑤国会行動への結集

第187回臨時国会では、10月15・29日、11月12日の国会行動集中日（国会議員要請、国会前集会、院内集会）に結集して成功させました。　

第189通常国会への集中した取り組みと、各地での国会議員要請、学習、署名・宣伝行動、自治体への要請や懇談を繰り広げていくことを提起しました。　　国会行動は、1月26日の国会開会日行動をスタートに、2月4日・18日、3月4・18日、4月1・15日、5月13・27日に実施されました。特に審議の山場となった4月17日、22日、23日（参考人質疑）、24日には、傍聴行動を含む国会行動を、いのちまもるヒューマンチェーン会議、全日本民医連等と共同して展開しました。
国民大運動実行委員会、安保破棄中央実行委員会、中央社保協の三者による定例国会行動は、国会の日程に合わせ、隔週水曜日の開催を基本に取り組まれました。さまざまな国会行動の基幹をなす取り組みであり、引き続き連携した取り組みを強化します。

⑥国民本位の医療・介護実現を求める10･23国民集会に3,300人参加

2014年10月に、中央社保協も参加する実行委員会の主催で「いのちまもる・憲法いかせ10・23国民集会」が日比谷野外音楽堂で開催され、全国から医療・介護関係者など3,300人が参加しました。集会には、2014年４月に実施した「“輝けいのち”4・24ヒューマンチェーン行動」の呼びかけ人の伊藤真美氏、本田宏氏、川嶋みどり氏の三氏も駆けつけ、挨拶にたちました。その後、参加者で国会請願デモを行い、「いのちの差別は許さない!」「憲法いかして社会保障の充実を！」を国会議員に訴えました。また、集会終了後には実行委員団体の代表で厚生労働省への要請を行い、対応した原老健局長に対して医療・介護の拡充や医師・看護師・介護職員などの大幅増員、労働環境の改善を求めました。

３）県民運動の発展

①各地で取り組まれる自治体、議会への要請、懇談、住民への働きかけ

自治体キャラバン行動をはじめ、自治体への要請、懇談は、自治体アンケート・学習会、宣伝行動等多彩に県・地域社保協の創意工夫を凝らして取り組まれました。地域総合事業移行の自治体アンケートは、「2014全国市町村介護保険改定に関する緊急調査」報告書としてまとめ、全国の自治体・厚労委員会所属議員などに届け、国会審議でも取り上げられるなど、反響を呼びました。介護報酬切り下げの影響調査では「介護に笑顔北海道連絡会」の取り組みが先進的で各県・地域へ広がっています。（詳細は各県取り組み報告で補強）

また、日本医労連は、夜勤交替制・長時間労働改善、大幅増員による安全・安心の医療・介護、憲法改悪・消費税大増税反対などの国民的課題をかかげて2014年9月から11月末までの3カ月間、「いのちまもる地域キャラバン行動」に取り組み、全国で延べ3,903人の仲間が参加しました。

全労連は、社会保障の総改悪反対を課題にいれ「かがやけ憲法キャラバン行動」を展開しました。

②学習交流運動の展開

社会保障の全面的な改悪・切り捨てに断固反対しつつ、大運動を出足早く総合的な運動にしていくために9月に開催した「安心の医療・介護を実現するためのシンポジウム」、「中央社会保障学校」（9月25～27日　岩手・花巻）、「介護で働く仲間の全国交流集会」（11月8日）、「医療介護大運動全国交流集会」（12月22～23日）、西日本介護交流集会（2月1日）、東日本介護交流集会（2月11日）などの全国集会を開催し各地から参加がありました。

学習は、第１回社保学校を開催した茨城県社保協をはじめ、各地で旺盛に取り組まれました。（各県取り組み報告を参照）

４）生存権裁判全国連絡会、安心・年金つくろう会、６・１３集会実行委員会等、各団体との共同の取り組みに、社保協として社会保障拡充の課題を掲げながら結集しました。千葉県営住宅追い出し母子心中事件調査団に自由法曹団、全生連とともに共同しました。
５）各県・地域社保協のとりくみの特徴（資料集・各県取り組み報告参照）
　各県社保協は、「２５条共闘」（神奈川県）、「介護保険をよくする信州の会結成のつどい」（長野）、「京都市のリハビリ行政の後退に抗議する取り組み」（京都）、「福祉ではたらく人たちの交流会」（宮城県）など、様々な分野での共同の取り組みを広げました。大阪社保協は、大阪弁護士会と共催で「シングルマザーと子どものサポーター養成講座」を開催し、「シンママ大阪応援団」を立ち上げました。
学習の推進では、第１回社保学校を開催した茨城県社保協をはじめ、「北海道社保学校IN室蘭」・「社会保障マスター要請講座」（北海道）、「岩手社保学校」（岩手）、「社保学校」（埼玉）、「第１５回かながわ社会保障学校」（神奈川県）、「第１６回愛知社保学校」（愛知県）「沖縄社保学校」（沖縄県）が開催されました。ブロック単位では2015年3月に第３回近畿社保学校」が開催されました。
相談会も「街頭・電話相談会」（北海道）、「年末なんでも相談」（青森県）、「国保１１０番」（宮城県）、「何でも電話相談（春・秋開催）」（茨城県）で開催されました。東京社保協は、１９地域で「何でも相談会（東京）」を開催、メーデー会場で「青空健康チェック」（岐阜県）や「生活保護ホットライン」・「シングルマザーホットライン」（大阪）などの開催も特徴です。北海道・愛知・大阪で「くらしに役立つハンドブック」が発行されました。
宣伝行動も全国各地で取り組まれました。「四条河原町で消費税・社会保障宣伝」（京都）をはじめ、定期的に継続して宣伝行動は取り組まれてきました。
自治体キャラバンや自治体・議会要請行動も継続して取り組まれてきました。特に、「国へ国保国庫負担増を働きかけ」を県に要請し、県がそれを受け、「１４大都道府県国民健康保険主管課長かい」の意見として「中低所得世帯の子どもの均等割り軽減措置」を国へ要請した千葉県の取り組みは全国に影響する取り組みでした。また石川県では、金沢市に資格証明書交付者が医療機関に受診した場合の対応について「医療を受けることが先決でまずは保険証を交付し、その後納付相談」を確約させ、市内すべての医療機関に文書で案内し、周知徹底することを約束させました。京都では、「『きょうと京（みやこ）プラン』」の具体化に反対する取り組みを広げ、一部断念させました。
　２０１４年度は各ブロックで年３回以上のブロック会議を開催し、運動の交流を行ってきました。その中で群馬県では長年代行となっていた事務局長を選出し、新たなスタートを切りました。神奈川県の厚木地域社保協が体制強化し８年ぶりに第６回総会を開催しました。山梨県は、ニュースをB４～A３、カラーとバージョンアップし加盟団体から好評を得ています。
　島根県で地域社保協が結成され地域社保協ゼロは５県になりました。北海道・茨城県・神奈川県・岐阜県・愛知県・大阪府の６府県に６地域社保協が結成されました。
（４）２０１５年度の運動の進め方
[image: image2.emf]１.安全・安心の医療・介護の実現へ～医療・介護大運動（２年目）のさらなる前進を　
医療保険制度改革関連法は成立しましたが、国会審議でも「具体化はこれから」「説明、協議をすすめる」とあったように、具体化はこれからで２０１６年から１８年にかけてという状況です。（別図参照）
法律は、制度の骨格を示しており、今後は政省令で決められます。患者申出療養制度や紹介状なし大病院の受診時の定額負担導入などは、中央社会保険医療協議会（中医協）、国保の都道府県単位化は、「国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議」が今後の制度の詳細を決める場になると思われ、各審議会、国会や市町村、都道府県での対応が求められます。　　この間連携を深めてきた患者・難病団体や栄養士会、高齢者団体など関係団体との共同の取り組みをさらに発展させることも、法律を実効化させないとの世論を大きくしていくうえで重要です。財政制度審議会は、「財政健全化計画に関する建議」で、受診時定額負担や入院患者の居室代見直しなどの自己負担増を提案しています。
経済財政諮問会議による骨太の方針＝「経済財政運営と改革の基本方針2015（仮称）」と財政健全化計画は、２０２０年までにプライマリーバランスを黒字化することを掲げ、黒字化のための大幅な歳出削減がねらわれています。

骨太方針の骨子案では、「歳出改革は聖域なく進める。社会保障と地方財政は特に歳出改革の重点分野として取り組む」として、①病床削減など「医療・介護提供体制の適正化」、②診療報酬を引き下げる「改革」、③所得だけでなく試算も踏まえた「公平な負担」、④保険外しを広げる「給付の適正化」、⑤医療の市場化を進める「公的サービスの産業化」などを提案。１２月をめどに、計画の具体的な工程表を策定するとしています。
医療保険制度改革関連法の具体化をとめる運動は、さらなる改悪を阻止するものでもあり、患者・国民への影響を軽減するための取り組みはまさにこれからです。

　初年度の重点課題（別掲）を再確認し、以下の三点を強化します。
①医療・介護一体となった攻撃が加速される中、地域からの反撃がとりわけ重要です。
医療・介護の実態告発と可視化、住民要求の掘り起こしと実態の共有を強調します。

②地域の運動で獲得した要求の到達を低下させない、サービスを確保し、充実させる運動を強化します。

③地域からの運動強化に対する中央団体（各県組織）との結集、連携を強めます。
　
【運動課題】
①医療・介護提供体制の再編「合理化」を許さないたたかいを。

⑴国保の都道府県単位化、地域医療計画にる病院つぶし、ベット削減に反対する取り組みを、地域の諸団体、労組と共同し強めます、

学習や各地の具体的な運動の交流、情報の収集が重要となり、大学習運動や予定される全国集会等への社保協からの参加を強めます。

⑵国民負担増（国保・介護・後期高齢者保険料、入院給食費等）などの改悪を実施させないことも極めて重要です。実態を明らかにし、学習・宣伝を強めます。　　

国会、厚労省、各審議会への要請・抗議行動等、引き続き計画します。
⑶自治体への申し入れ、要請、懇談など、保険料の引き上げやサービス削減を食い止めるための一般会計からの繰り入れの継続や公費負担そのものの増額を求めることも重要です。
自治体からの出前講座（自治体の担当課に制度のレクチャーを依頼するなど）を計画するなど、より関係を密にしていくことも求められます。

⑷民主団体、県労連加盟労組等との連携はもちろん、患者団体、地方公共団体、職能団体等との共同を広げます。
②介護では、報酬改定の実態が明らかになる時期に合わせ、介護事業所や利用者の実態調査を実施し、再改定を求めていきます。
⑴実態調査で地域・利用者の状況を明らかにし、自治体から国へ向けての再改定を求める意見書採択の取り組みをすすめます。
⑵８月から新たな負担増となる利用者の実態や要支援１・２の地域支援事業への移行の実態を把握し、改善の運動をすすめます。
⑶７月１３～１９日の「介護アクションウィーク」を皮切りに、宣伝・集会、議員要請、厚労省交渉、街頭相談会などに取り組みます。
１１月１１日には、「介護・認知症電話相談」に取り組みます。
【当面の行動】

⑴いのち・くらしまもれ国民集会（10月22日）等、医療・介護改善を求める全国集会に結集します。

⑵各県・地域で取り組まれる自治体要請・懇談、キャラバン行動の成功をめざします。

⑶各団体、労働組合等と連携し、自治体、労働局等への要請・懇談、地域の病
院・介護事業所との懇談、宣伝行動等について、共同の取り組みを強めます。すでに取り組みが進んでいる県・地域は共同の強化を、これからの県・地域

は団体・労組との共同についての懇談を計画します。

⑷患者団体等、関係団体との懇談を広げ、介護報酬再改定や医療改悪中止、撤
回等のアンケート運動、アピール賛同や団体署名等、地域での活用を図ります。


医療保険制度改革関連法の患者さんへの影響を少なくする取り組み

～（社会保障誌２０１５夏号より　名嘉事務局次長（保団連）作成）
Ａ．国会（次年度予算要求）
関連法について、患者さんの影響を少なくするため、下記の制度要求を進めていく。
ア．入院時食事療養費の予算措置による現行の負担額の継続、「低所得者」の範囲拡大、

　　難病患者の負担軽減等

イ．後期高齢者の保険料軽減特例（予算措置）の継続

ウ．国民健康保険に対し、定率国庫負担の引き上げをはじめとするさらなる財政支援　

エ．国民健康保険料負担について、「介護保険制度になる境界層措置の導入」「子どもに

係る均等割保険料の軽減措置」

オ．地方単独事業に係る国庫負担金調整措置の廃止

Ｂ．自治体

→「入院時食事療養費の予算措置による現行の負担額の継続」「後期高齢者の保険料軽減

特例（予算措置）」の継続を求め、自治体意見書採択
→地域医療構想および地域包括ケアに対する対応（四国ブロックの県民署名、大阪協会

の事例集め）
→本年度からの保険者支援制度を直接、保険料の引き下げに活用するように対自治体交

渉で要求
　今回の国保改革の内容と自治体への影響について知らせていく
→自治体の独自施策として、入院時食事療養の食事代据え置きの実施
Ｃ．各種審議会での対応（省令・政令などでの具体化に対して）
→中医協で「患者申出」および「大病院」、国と地方の協議で「国保」
→各種審議会の審議の把握と省庁要請
Ｄ．患者・難病団体をはじめとする各界各層との共同
→医療保険制度改革関連法の廃案を求める運動の過程で広がった患者・難病団体との共

同をさらにすすめていく

　大運動の初年度重点課題（２０１４年度全国代表者会議確認）再掲

⑴　国保の都道府県単位化や営利化、提供体制縮小を軸にした“社会保障抑制の仕組みづくり”としての医療保険制度大改悪を許さず、“憲法25条を基礎にした人権としての社会保障”の実現を求める国民運動の構築をめざします。
　⑵　医療難民や介護地獄、高すぎる国保料など実態告発を強め、改善を求め
る新たな住民運動を全国でつくりだすこと。その要求を地域医療ビジョン　や地域包括ケアシステムの策定に反映させ、“地域に必要な医療・介護の保障を求める県民運動”へと発展させます。

　⑶　地域での社会保障拡運動の砦となる地域社保協の結成、再建、強化を重　　要課題として、各県社保協および各ブロックと協力して進めます。

２.貧困と格差の拡大を許さず、生活保障確保の運動、裁判闘争などの共同、連携を強めよう。

社会保障改悪の具体化を許さず、「格差と貧困をなくす」運動を強化します。
①高齢者、低所得者を狙い撃ちにした負担増攻撃に反撃し、憲法25条の生存権をかかげ、格差と貧困の拡大を許さない運動を強化します。

滞納処分・差押問題での学習会等、貧困や死亡事例調査など、各団体とも共同しながら学習・調査運動を強化します。
また、自由法曹団、全生連と連携した千葉県営住宅追い出し母子心中事件調査にもひきつづき取り組みます。
②「若者も高齢者も安心できる年金制度を求める署名」をはじめとして、全世代にわたる安心できる年金制度を求め、全労連、年金者組合、安心・年金つくろう会など、運動が広がっています。

社保協も、中央、地方で運動に結集し奮闘します。

また、年金引き下げは憲法違反だとして、引き下げの取り消しを求めて全日本年金者組合の全国いっせい提訴の裁判闘争支援について、関係組織との共同を強化し、地域での共同を広げます。
③生活保護の改悪を許さない運動も極めて重要です。生活保護基準額、住宅扶助の引き下げ等、受給者の生活を顧みない改悪に反対し、改善の運動を強化します。

また、生存権裁判全国連絡会との共同を強めると同時に、保護基準引き下げ反対の裁判闘争支援について、関係組織との共同を強化し、地域での共同を広げます。

④生活保障を課題として、全労連をはじめとした民主団体と協議を進めている懇談会についても引き続き協議を継続します。

３．憲法改悪を阻止し、社会保障総改悪を露骨に推し進める安倍政権に対峙し、国民のいのちと暮らしまもれの世論と共同を広げよう
安倍暴走政権がたくらむ「戦争法」撤回、具体化阻止に向けて、「社会保障は
戦争できる国つくりと相いれない」ということを明確にして運動を進めます。　

また、社会保障財源確保の旗を高く掲げ、若い世代の雇用・賃金の確保こそ重
要との世論を広げ、社会保障の拡充こそが経済成長の基盤であることを強調して運動を進めます。
憲法9条、25条を守れのアピールを最大限徹底して広げましょう。
2016年の参議院選挙後に狙われている憲法の明文改憲を阻止する国民大運動
実行委員会等の運動に連携し、戦争反対、憲法改悪阻止の運動の共同を広げます。明文改憲についての学習についても、全労連、民医連等の学習資料の活用や宣伝・学習運動に連携します。

４.学習運動を強化し、安倍内閣のねらいを徹底的に暴露しましょう。地域・職場の実態と現場の声を徹底して明らかにし、共有することを重視して共同を大きく広げよう。
①いのちと健康が脅かされる事態が各地で進行するもとで、地域でのたたかいが今まで以上に重要になります。
　そのために、学習運動強化を改めて提起し、社会保障解体、国民皆保険解体への一体攻撃に攻撃に反撃する学習会を全労連、民医連と共同で各地で計画します。（別途資料参照）

　「国保都道府県単位化Ｑ＆Ａ」による都道府県、各地域での学習をよびかけます。「Ｑ＆Ａ」は、情勢に応じて国保部会で加筆・補強を検討します。
②課題ごと（国保都道府県化、滞納処分・差押、介護報酬引き上げ等）の学習集会開催も検討します。その際、東日本・西日本ブロックなど、なるべく地域からの参加を確保できるように工夫します。

③要請行動や宣伝行動等については、各中央団体との運動の共同と連携を深め、地域に波及できるように努力します。

④消費税10％増税撤回運動のいっそうの共同を、中央、地域から強化します。

⑤学習・宣伝資材等の作成を、各中央団体と共同し、ひきつづき活用を呼びかけます。
「国保都道府県単位化Ｑ＆Ａ」による都道府県、各地域での学雌雄を
⑥リニューアルする社会保障誌を活用した学習を呼びかけ、実践に努力します。

（５） 組織強化について

１）全国津々浦々に社保協の旗を！

①現在、47都道府県、　　　地域社保協・友好組織、　地域社保協準備会　　　

が各地で活動。地域社保協の結成、再建、強化をはかります。

②国保、介護、保育など、課題別に「よくする会」等の運動も、各地で繰り
広げられており、社保協への結集を呼びかけ、地域での要求掘り起こしの運
動をともに進め、共同を広げます。

２）各地域での取り組み強化と共同の広がりを

　①各ブロックの事務局長会議の定例開催（年3回以上）に引き続き努力しま
す。　各県社保協の運動交流も含めた全県事務局長会議の開催についても検討

します。

②地域の実状に見合って、各ブロックの中で協力し合いながら、地域社保協交
流集会や社保学校、国保や介護での学習交流集会等を検討します。

３）引き続き、国保・介護部会を開催し、運動強化に努めます。

また、安心・年金つくろう会、生存権裁判全国連絡会等への結集を強めます。社会保障誌リニューアルに伴い、社会保障誌編集委員会の体制を強化します。
　

４）組織検討委員会をたちあげます。
機関会議の構成や運営、部会等の強化およびこれからの中央社保協財政のあり方等について検討します。
期限、構成については代表委員会で検討します。

５）ニュース・ホームページの活用で情報発信の刷新を

情報の集中と発信を機敏なものにしていくために、ホームページの充実やニュ
ース発行等、日常的な更新、対応できる体制確立に努力します。
６）マスコミへの発信の強化を

（６）社会保障誌のリニューアルと拡大について
（リニューアル方針案別紙）
　社会保障誌の各団体、各地域での活用を呼びかけ、社会保障誌の拡大を図ります。
　とりわけ、各地域での購読と活用を重視し、各県、地域社保協での拡大ならびに中央団体の各県・地域組織での拡大を重点に呼びかけを行います。拡大月間等の計画も検討します。
リニューアルに伴い、編集費、印刷費等の経費削減にも努めます。

（７）当面する秋の運動課題について

１）戦争法阻止、憲法闘争への結集を

　全労連、総がかり行動実行委員会等の提起する行動等への結集とあわせて、地域の共同の取り組みに結集します。（別紙・総がかり行動計画参照）
 　①7・24中央行動

　　　野音集会・デモにくわえ、終日、多様な行動が予定
　　　◇安倍政権NO！0724大行動

　　　日時等：7月24日（金）18：30～

　　　　　　　　18：30～19：30　日比谷野音集会

　　　　　　　　19：00～21：00　官邸包囲・官邸抗議

　　　　　　　　　　　　　　　　主催：安倍政権NO！実行委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　ホームページ⇒ http://abe-no.net/

②総がかり実行委員会の国会包囲行動について

　毎週木曜日の国会行動にくわえ、７月２６日には大規模国会包囲行動が予定されています。日曜日の行動です。

　６月１４日は２５０００人、２４日は３００００人の参加でしたが、それを大きく上回る大結集が呼びかけられています。全国動員で、最大限の参加が要請されています。
　〇毎週木曜・総がかり国会行動

　　　日時：毎木曜18：30～19：30（7月2日、9日、16日、23日、30日……）

　　　場所：全労連など憲法共同センターは参院議員会館前

　　　主催：戦争させない・9条壊すな！総がかり行動実行委員会

　　　詳細⇒ http://sogakari.com/?p=361

　〇とめよう！戦争法案7・26国会包囲行動　　★全国から結集を！

　　　日時：7月26日（日）14：00～15：30

　　　場所：国会周辺

　　　主催：戦争させない・9条壊すな！総がかり行動実行委員会

　　　　　憲法共同センターＨＰ⇒ http://www.kyodo-center.jp/

　　　　　総がかりＨＰ⇒ http://sogakari.com/
　③全国一斉宣伝行動も提起されています。各地域で県・地域労連、各民主団

体と共同し取り組みを広げましょう。
２）全国署名、学習会・シンポジウム等の取り組み

　　◆新署名については、早急に関係団体と協議、検討を開始します。
　　◆「若い人も高齢者も安心できる年金制度を」
　　◆消費税増税反対署名

　　◆保育署名

　　　※日本医労連、全日本民医連、全生連等の取り組む署名にも積極的に地
域で連携を

　　◆７月１９日の北海道・東北ブロック（岩手・盛岡）を皮切りにした１０

００人学習大運動の成功を（別途資料参照）

◆第４３回中央社保学校の成功を（別途資料参照氏と量参照別紙）

３）自治体との懇談・要請の強化

　　当面以下の課題について要請、国への意見書を求めます。

　　◆地域医療構想計画、ベッド削減に対する要請

    ◆後期高齢者の保険料軽減特例継続を求める要請
　　◆介護報酬引き上げを求める要請

　　◆国民健康保険に関する要請
４）政府に対する声の集中と国会行動への結集を、引き続き強化し、共同を広げます。
　国民大運動実行委員会・安保破棄中央実行委員会との定例の国会行動（国会開会中の隔週水曜日）等に、引き続き取り組みます。
５）当面する秋の全国集会等の成功を

　中央社保協がかかわる行動をはじめ、2015年秋に予定されているさまざまな全国集会、行動、中央社保学校等、積極的に結集し成功に努力します。

　◆「いのちまもれ」１０・２２全国集会
　　　１０月２２日（木）　日比谷野外音楽堂

　◆地域医療を守る運動全国交流集会

　　　１１月２８日（土）　場所未定

６）第43回中央社保学校(横浜)を必ず成功させよう（別紙チラシ第一次案参照）
　日　程　10月15日（木）～17日（土）

　場　所　神奈川県横浜市「ワークピア横浜」
第５９回全国総会議案

社会保障誌のリニューアルについて（2015.2.2　全国代表者会議確認）

（１）これまでの発行の経過

　1958年9月　中央社保協結成総会（４８団体）

　　　　9月　機関紙「平和と社会保障」発行

　1969年1月　「資料と解説　社会保障」誌創刊号発行

2000年6月　「資料と解説誌」から、ページを４倍化し大幅刷新、変更。編集内容、レイアウトも刷新。　

2004年3月　表紙を始めレイアウトの刷新

　2011年3月　新春号のリニューアル

　　　　　　　　　※リニューアルに当たっての確認点

①2004年時のリニューアルと同様にレイアウトの刷新

　　　　　　　　　②編集者の変更とともに、雑誌の編集、企画、販売、広告

等、全体的なレベルアップを目指す。

③編集者、印刷所については、２年の期限（更新可能）で

随時検討する。

　2014年1月　第7回代表委員会、第８回運営委員会で、今後の社会保障誌の発行および内容について意見交換。

　◆消費税増税が強行されるもとで、発行および編集等もふくめて、社会保障誌の今後について、社会保障情勢および運動のなかでの役割を発揮してきた社会保障誌を継続、発展させる立場での検討を確認。

　2014年5月　消費税８％導入にともないページ数を98ページから88ページに減。編集絵委員会でリニューアルについて議論

（２）到達点

　　⑴リニューアル号の版・型式を検討
　　　・現在の編集・印刷費用の範囲内でページ数・紙質等検討し、Ａ４版・

48ページに変更

　　　　　※Ａ４版にすることで、ページ数は減るが全体の情報量はほとんど

　　　　　　変わらず。

　　　・一冊当たり500円（税込・送料別～送料１冊90円、年間540円）

　　　　※現在の定価800円を下げることで、購読しやすいようにする。　　　

・リニューアル号の見本をプレゼン（あかつき、きかんし、ダンアート）

　　　　※編集委員会では原稿のあかつき印刷で継続。２年ごとに更新。

⑵雑誌の位置づけ
　　●社保協の機関紙的役割を強め、社保協運動の前進を中心課題に、学習、

資料提供、運動交流を主な柱として発行する

●地域で社会保障運動に奮闘する幅広い読者も視野に入れ、発行する

⑶テンポ
　2015年度総会（７月上旬予定）でリニューアルについて確認し、新規格で発行予定
（３）発行状況～一覧および全国総会資料参照

　2014年12月時点　1008件　2362部

（４）課題

　⑴　リニューアルに伴う実務改善
　　・請求、集金実務の変更と徹底～社会保障誌459号原稿参照

　

　⑵　社会保障誌拡大
　　・現状の冊数の維持および増の呼びかけ

　　・新たなチラシの作成→購読呼びかけ

　　・価格改定に当たり、現在の購読料分での購読数変更を要請

　　・読者調査の検討

　　

⑶　編集委員会の体制
　　・医療、介護大運動を取り組む中で、部会と編集委員会の体制強化を検討

　　・運営委員会との連携を強める
PAGE  
1

